
グループ法人税制と資産の譲渡取引

は
じ
め
に

グ
ル
ー
プ
法
人
の
一
体
的
運

営
が
進
展
し
て
い
る
状
況
を
踏

ま
え
、
実
態
に
即
し
た
課
税
を

行
う
観
点
か
ら
、
１
０
０
％
資

本
関
係
の
企
業
グ
ル
ー
プ
が
経

済
的
に
一
体
で
あ
る
こ
と
を
課

税
制
度
に
反
映
す
る
グ
ル
ー
プ

法
人
税
制
（
グ
ル
ー
プ
法
人
単

体
課
税
）
が
導
入
さ
れ
た
。

グ
ル
ー
プ
法
人
間
の
取
引
に

つ
い
て
は
、
課
税
の
中
立
性
か

ら
損
益
を
計
上
し
な
い
（
繰
り

延
べ
等
）
と
い
う
考
え
方
を
基

礎
と
し
て
、
法
人
税
法
上
、
グ

ル
ー
プ
法
人
特
有
の
取
扱
い
が

別
段
の
定
め
と
し
て
規
定
さ
れ

て
い
る
。

そ
の
取
扱
い
の
中
で
、
一
番

特
徴
的
な
グ
ル
ー
プ
法
人
間
の

資
産
の
譲
渡
取
引
に
つ
い
て
検

討
す
る
。

�

グ
ル
ー
プ
の
範
囲

グ
ル
ー
プ
法
人
税
制
は
、
１

０
０
％
資
本
関
係
の
あ
る
「
完

全
支
配
関
係
」
の
あ
る
法
人
間

の
取
引
に
つ
い
て
適
用
さ
れ

る
。
完
全
支
配
関
係
と
は
、
次

に
掲
げ
る
関
係
を
い
う
（
法
法

２
十
二
の
七
の
六
）
。

①

一
の
者
が
法
人
の
発
行

済
株
式
等
の
全
部
を
直
接

若
し
く
は
間
接
に
保
有
す

る
関
係
と
し
て
政
令
で
定

め
る
関
係
《
当
事
者
の
完

全
支
配
の
関
係
》

②

一
の
者
と
の
間
に
当
事

者
間
の
完
全
支
配
の
関
係

が
あ
る
法
人
相
互
の
関
係

完
全
支
配
関
係
の
判
定
に
お

い
て
、
一
の
者
に
は
個
人
も
含

ま
れ
、
そ
の
場
合
に
は
個
人
と

親
族
な
ど
の
同
族
関
係
者
も
そ

の
範
囲
と
さ
れ
る
。
親
族
は
民

法
上
の
「
６
親
等
内
の
血
族
、

配
偶
者
、
３
親
等
内
の
姻
族
」

で
あ
る
た
め
、
親
族
の
所
有
す

る
会
社
が
完
全
支
配
関
係
の
あ

る
法
人
相
互
の
関
係
を
有
す
る

法
人
と
し
て
一
つ
の
グ
ル
ー
プ

を
形
成
す
る
こ
と
に
な
る
。

中
小
企
業
に
お
け
る
資
本
関

係
で
は
、
個
人
（
オ
ー
ナ
ー
一

族
）
が
株
主
で
あ
る
こ
と
が
多

い
の
が
実
態
で
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
。
こ
の
よ
う
な
必
ず
し
も

経
営
的
に
一
体
と
呼
べ
な
い
よ

う
な
グ
ル
ー
プ
法
人
に
対
し
て

も
グ
ル
ー
プ
法
人
税
制
の
適
用

が
広
範
囲
に
及
ぶ
可
能
性
が
あ

る
こ
と
は
、
制
度
導
入
の
趣
旨

か
ら
も
疑
問
で
あ
り
、
実
態
に

即
し
た
個
人
の
範
囲
の
絞
り
込

み
を
行
う
べ
き
と
考
え
ら
れ

る
。

�

グ
ル
ー
プ
法
人
間
の
譲
渡
取
引
の
制
度

の
概
要

従
前
の
連
結
法
人
間
取
引
の

損
益
の
調
整
制
度
が
改
組
さ

れ
、
グ
ル
ー
プ
法
人
税
制
全
般

に
導
入
さ
れ
た
。

内
国
法
人
（
普
通
法
人
又
は

協
同
組
合
等
に
限
る
）
が
、
譲

渡
損
益
調
整
資
産
を
完
全
支
配

関
係
に
あ
る
他
の
内
国
法
人

（
普
通
法
人
又
は
協
同
組
合
等

に
限
る
）
に
譲
渡
し
た
場
合
に

は
、
そ
の
譲
渡
に
よ
る
譲
渡
利

益
額
又
は
譲
渡
損
失
額
に
相
当

す
る
金
額
は
、
そ
の
譲
渡
し
た

事
業
年
度
の
損
金
又
は
益
金
に

算
入
し
、
譲
渡
損
益
を
繰
り
延

べ
る
（
法
法
６１
の
１３
①
）
。

な
お
、
こ
の
繰
り
延
べ
た
譲

渡
損
益
は
、
そ
の
譲
受
法
人
に

お
い
て
、
譲
渡
損
益
調
整
資
産

の
譲
渡
、
償
却
、
評
価
替
え
、

貸
倒
れ
、
除
却
等
の
事
由
が
生

じ
た
と
き
に
は
、
そ
の
譲
渡
利

益
額
又
は
譲
渡
損
失
額
に
相
当

す
る
金
額
の
う
ち
一
定
の
計
算

に
よ
る
金
額
を
益
金
の
額
又
は

損
金
の
額
に
算
入
し
、
課
税
の

繰
り
延
べ
が
解
消
さ
れ
る
（
法

法
６１
の
１３
②
）
。

Ⅲ

個
別
論
点
の
検
討

１

譲
渡
損
益
調
整
資
産

譲
渡
損
益
調
整
資
産
は
、
固

定
資
産
、
土
地
等
、
有
価
証

券
、
金
銭
債
権
、
繰
延
資
産

で
、
売
買
目
的
有
価
証
券
、
譲

受
法
人
で
売
買
目
的
有
価
証
券

と
さ
れ
る
有
価
証
券
、
譲
渡
直

前
の
帳
簿
価
額
が
１
０
０
０
万

円
未
満
の
資
産
以
外
の
資
産
を

い
う
（
法
法
６１
の
１３
①
、
法
令

１
２
２
の
１４
①
）
。
棚

卸

資

産

に
つ
い
て
は
、
土
地
等
以
外
は

対
象
と
な
ら
な
い
。

し
た
が
っ
て
、
帳
簿
価
額
の

な
い
自
己
創
設
の
れ
ん
、
自
然

発
生
借
地
権
は
、
譲
渡
損
益
調

整
資
産
と
は
な
ら
な
い
。
ま

た
、
帳
簿
価
額
１
０
０
０
万
円

未
満
の
資
産
は
一
律
に
対
象
外

と
な
る
た
め
、
帳
簿
価
額
が
少

額
で
あ
る
が
含
み
益
の
多
額
と

な
る
資
産
は
、
譲
渡
損
益
調
整

資
産
に
該
当
し
な
い
。

こ
の
よ
う
な
資
産
が
経
営
上

重
要
な
資
産
で
あ
っ
て
も
、
グ

ル
ー
プ
内
の
資
産
の
再
配
置
を

行
う
に
あ
た
り
、
課
税
が
及
ぶ

こ
と
と
な
る
こ
と
に
注
意
が
必

要
で
あ
る
。

２

譲
渡
対
価
の
額

本
取
扱
い
は
、
課
税
の
繰
り

延
べ
と
し
て
規
定
さ
れ
、
繰
り

延
べ
ら
れ
る
譲
渡
利
益
額
又
は

譲
渡
損
失
額
は
、
譲
渡
対
価
の

額
と
譲
渡
原
価
の
額
の
差
額
と

し
て
算
定
さ
れ
る
。

こ
の
譲
渡
対
価
は
、
法
人
間

の
取
引
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
基

本
的
に
は
、
譲
渡
の
時
の
価
額

す
な
わ
ち
「
時
価
」
で
取
引
さ

れ
る
（
法
基
通
１２
の
４
―
１
―

１
）
。

時
価
で
取
引
を
行
わ
な
い
、

い
わ
ゆ
る
低
廉
譲
渡
、
高
額
譲

受
の
場
合
に
は
、
そ
の
差
額

は
、
寄
附
金
の
額
、
受
贈
益
の

額
と
さ
れ
る
。
こ
の
場
合
、
譲

渡
当
事
者
が
法
人
に
よ
る
完
全

支
配
関
係
が
あ
る
場
合
に
は
、

グ
ル
ー
プ
法
人
税
制
の
寄
附
金

の
取
扱
い
（
寄
附
金
は
全
額
損

金
不
算
入
、
受
贈
益
は
全
額
益

金
不
算
入
）
が
適
用
さ
れ
、
１

０
０
％
グ
ル
ー
プ
内
の
資
産
の

譲
渡
と
寄
附
金
の
取
扱
い
が
併

用
さ
れ
る
。

３

グ
ル
ー
プ
内
の
再
譲
渡

譲
渡
法
人
は
、
譲
受
法
人
が

そ
の
資
産
の
譲
渡
を
行
っ
た
場

合
に
は
、
そ
の
譲
渡
の
相
手
先

が
グ
ル
ー
プ
内
の
法
人
か
否
か

に
か
か
わ
ら
ず
、
繰
り
延
べ
た

譲
渡
損
益
を
計
上
す
る
。

制
度
の
趣
旨
か
ら
す
れ
ば
、

グ
ル
ー
プ
外
に
移
転
す
る
ま
で

は
、
譲
渡
損
益
は
繰
り
延
べ
す

る
こ
と
が
理
論
的
で
あ
る
と
も

考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
、
実
務

へ
の
配
慮
等
か
ら
上
記
事
由
が

生
じ
た
場
合
に
は
一
律
に
繰
り

延
べ
た
譲
渡
損
益
を
計
上
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。

こ
の
こ
と
か
ら
、
場
合
に
よ

っ
て
は
グ
ル
ー
プ
内
の
譲
渡
を

繰
り
返
す
こ
と
に
よ
っ
て
、
譲

渡
損
益
の
計
上
時
期
を
法
人
の

任
意
の
時
期
と
し
て
、
タ
ッ
ク

ス
プ
ラ
ン
が
可
能
と
な
る
問
題

も
あ
る
。

４

事
務
的
な
負
担

本
取
扱
い
は
、
連
結
納
税
制

度
を
選
択
し
な
い
１
０
０
％
の

資
本
関
係
に
あ
る
法
人
グ
ル
ー

プ
に
強
制
適
用
さ
れ
、
ま
た
、

納
税
主
体
は
あ
く
ま
で
も
単
体

課
税
を
基
礎
と
す
る
こ
と
か

ら
、
従
前
採
用
さ
れ
て
い
た
連

結
法
人
間
取
引
の
損
益
の
調
整

制
度
の
見
直
し
が
行
わ
れ
て
い

る
。
つ
ま
り
、
繰
り
延
べ
た
譲

渡
損
益
の
戻
し
入
れ
事
由
及
び

そ
の
戻
し
入
れ
金
額
の
一
部
を

簡
素
化
し
た
上
で
、
譲
渡
損
益

調
整
資
産
に
係
る
通
知
義
務
を

譲
渡
法
人
と
譲
受
法
人
に
課
す

こ
と
に
よ
り
制
度
の
安
定
化
を

図
っ
て
い
る
（
法
令
１
２
２
の

１４
⑯
⑰
⑱
）
。

こ
の
通
知
義
務
に
よ
り
、
グ

ル
ー
プ
内
の
譲
渡
損
益
調
整
資

産
に
関
す
る
把
握
が
担
保
さ
れ

る
こ
と
と
な
る
が
、
事
務
的
な

負
担
は
増
加
す
る
こ
と
に
な
ろ

う
。
譲
渡
損
益
調
整
資
産
の
範

囲
か
ら
棚
卸
資
産
や
帳
簿
価
額

１
０
０
０
万
円
未
満
の
資
産
が

除
か
れ
、
適
用
対
象
と
な
る
取

引
が
限
定
さ
れ
て
い
る
と
は
い

え
、
従
来
よ
り
も
取
引
に
あ
た

り
注
意
が
必
要
な
事
項
が
増
加

す
る
こ
と
に
変
わ
り
が
な
い
。

完
全
支
配
関
係
が
あ
る
法
人

の
把
握
に
あ
た
っ
て
は
、
特
に

個
人
及
び
そ
の
同
族
関
係
者
が

株
主
の
場
合
に
は
完
全
支
配
関

係
を
有
す
る
法
人
の
範
囲
が
広

範
囲
に
及
ぶ
可
能
性
が
あ
る
こ

と
か
ら
注
意
が
必
要
で
あ
る
。

ま
た
、
法
人
税
の
確
定
申
告
書

に
は
、
完
全
支
配
関
係
が
あ
る

法
人
と
の
関
係
を
系
統
的
に
示

し
た
出
資
関
係
図
等
の
提
出
も

義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、
グ
ル
ー
プ
法

人
の
把
握
、
譲
渡
損
益
調
整
資

産
の
状
況
確
認
、
通
知
義
務
の

履
行
な
ど
、
特
に
管
理
体
制
が

十
分
で
な
い
中
小
企
業
に
は
影

響
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

５

租
税
回
避
行
為
と
の
関
係

グ
ル
ー
プ
法
人
税
制
で
は
、

１
０
０
％
グ
ル
ー
プ
内
の
資
産

の
譲
渡
に
関
し
て
、
課
税
の
繰

り
延
べ
と
さ
れ
る
こ
と
の
反
射

的
な
効
果
と
し
て
、
含
み
損
の

実
現
が
で
き
な
く
な
っ
た
な
ど

企
業
グ
ル
ー
プ
を
利
用
し
た
所

得
調
整
を
制
約
す
る
効
果
が
あ

る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
持
株
割

合
１
０
０
％
を
９９
％
に
す
れ
ば
、

単
純
に
グ
ル
ー
プ
法
人
税
制
を

回
避
で
き
る
か
と
い
う
こ
と
が

論
点
と
な
る
。

こ
の
点
に
つ
い
て
は
、
１
０

０
％
支
配
会
社
の
株
式
の
譲
渡

の
実
態
に
よ
っ
て
は
、
グ
ル
ー

プ
法
人
税
制
の
適
用
を
回
避
す

る
目
的
で
、
意
図
的
に
１
０
０

％
の
支
配
関
係
を
解
消
す
る
よ

う
な
場
合
に
は
リ
ス
ク
は
あ
る

と
考
え
ら
れ
る
。

今
回
導
入
さ
れ
た
グ
ル
ー
プ

法
人
単
体
課
税
制
度
で
は
、
個

別
の
否
認
規
定
お
よ
び
包
括
的

な
否
認
規
定
は
設
け
ら
れ
て
い

な
い
。
こ
れ
に
対
し
て
、「
組

織
再
編
成
税
制
」
、「
連
結
納
税

制
度
」
で
は
、
欠
損
金
の
取
扱

い
な
ど
に
つ
い
て
の
個
別
否
認

規
定
と
包
括
的
な
否
認
規
定
が

設
け
ら
れ
て
い
る
。

こ
の
こ
と
か
ら
、
従
前
か
ら
規

定
さ
れ
て
い
る
包
括
否
認
規
定

で
あ
る
「
同
族
会
社
の
行
為
又

は
計
算
の
否
認
」
が
そ
の
射
程

に
あ
る
と
も
考
え
ら
れ
る
。

お
わ
り
に

グ
ル
ー
プ
法
人
間
の
資
産
の

譲
渡
取
引
の
取
扱
い
は
、
従
前

の
連
結
法
人
間
の
取
引
の
取
扱

い
を
一
部
見
直
し
、
連
結
納
税

を
選
択
し
て
い
な
い
１
０
０
％

グ
ル
ー
プ
法
人
に
拡
大
し
て
適

用
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

グ
ル
ー
プ
法
人
税
制
は
、
完

全
支
配
関
係
に
あ
る
企
業
グ
ル

ー
プ
に
対
し
て
、
経
済
的
に
一

体
で
あ
る
こ
と
を
課
税
関
係
に

反
映
す
る
税
制
で
あ
り
、
所
得

通
算
を
前
提
と
し
た
選
択
適
用

で
あ
る
連
結
納
税
制
度
と
単
体

課
税
を
基
礎
と
す
る
強
制
適
用

で
あ
る
グ
ル
ー
プ
法
人
単
体
課

税
制
度
を
内
容
と
す
る
。

し
た
が
っ
て
、
い
ず
れ
の
制

度
も
経
済
的
に
一
体
で
あ
る
と

し
な
が
ら
も
、
法
人
税
の
規
定

上
、
グ
ル
ー
プ
法
人
単
体
課
税

制
度
は
、「
各
事
業
年
度
の
所

得
に
対
す
る
法
人
税
」
に
お
い

て
規
定
さ
れ
、
連
結
納
税
制
度

は
「
各
連
結
事
業
年
度
の
連
結

所
得
に
対
す
る
法
人
税
」
に
お

い
て
規
定
さ
れ
る
た
め
、
課
税

の
効
果
と
課
税
単
位
が
交
錯
す

る
制
度
と
い
う
こ
と
が
で
き

る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
グ
ル
ー

プ
法
人
単
体
課
税
制
度
は
各
個

別
規
定
に
お
け
る
別
段
の
定
め

と
し
て
、
横
断
的
で
複
雑
な
規

定
と
な
っ
て
い
る
。
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